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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第７期
第２四半期
連結累計期間

第８期
第２四半期
連結累計期間

第７期

会計期間

自令和３年
　３月１日
至令和３年
　８月31日

自令和４年
　３月１日
至令和４年
　８月31日

自令和３年
　３月１日
至令和４年
　２月28日

売上高 （千円） 3,795,595 4,438,939 7,806,949

経常利益 （千円） 879,787 1,003,856 1,695,580

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 566,079 601,653 1,103,237

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 570,649 577,712 1,106,669

純資産額 （千円） 5,000,444 6,116,552 5,487,566

総資産額 （千円） 8,642,165 8,666,397 9,337,723

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 72.42 76.07 140.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 71.97 75.99 139.93

自己資本比率 （％） 57.8 69.2 58.7

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 747,355 634,868 1,531,821

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △143,333 △94,119 △250,487

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △61,736 △1,619,213 △311,257

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 5,628,702 5,039,193 6,101,293

 

回次
第７期
第２四半期
連結会計期間

第８期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自令和３年
　６月１日
至令和３年
　８月31日

自令和４年
　６月１日
至令和４年
　８月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 18.47 39.69

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　令和２年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等

については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

令和４年３月に株式会社ネモフィラの株式を取得し、同４月より同社を連結の範囲に含めております。また、同６

月に保有する株式会社MAKE HOUSEの全株式を譲渡し、同社を持分法適用関連会社の範囲から除外しております。

以上の結果、令和４年８月31日現在における当社グループは、当社及び連結子会社13社により構成されることとな

りました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生及び前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済状況は、景気は緩やかに持ち直しており、先行きについては、感

染対策に万全を期し経済社会活動の正常化が進む中で、各種政策の効果もあって景気が持ち直してゆくことが期待さ

れています。しかしながら、海外景気の下振れによる国内景気の下押しリスクや、物価上昇による影響や供給面での

制約に注意が必要な状況です。

デジタル市場においては、総務省の令和３年「通信利用動向調査」によると、クラウドサービスを利用している企

業の割合は70.4％に達しており、クラウドサービスを利用して「効果があった」とする企業の割合は88.2％となりま

した。働き方改革に伴う生産性向上や業務効率化の需要拡大、セキュリティ対策への関心の高まり、テレワークの導

入拡大等が求められる中、企業はビジネスモデルや組織の変革に迫られ、社会におけるDX（デジタルトランスフォー

メーション）の必要性が高まっており、当社グループにとって追い風とも言える事業環境が継続しております。

当社グループは、「未来に最適を」という経営理念を掲げ、社会がより良い未来へと向かうために、本当に必要と

されるITサービスを提供することを目指して事業に取り組んでおります。

前連結会計年度に「中期経営計画2023」の業績見通しを１年前倒しで概ね達成したため、「中期経営計画2023」の

最終年度に当たる当連結会計年度は、単年度の業績のみに固執せず、未来最適の観点から、先々を見据えた事業の選

択と集中、グループ外企業との提携やM&A、必要な投資とそのリターンの検討等を弛まず行い、長期的なグループの

更なる発展の種蒔きに取り組んでおります。

当第２四半期連結累計期間の主な活動としては、令和４年３月にWebのインテグレーションに強みを持つ株式会社

ネモフィラの株式を取得し、同４月より同社を当社の連結子会社としました。

同５月に当社連結子会社の株式会社エルコインから当社連結子会社の株式会社VOTE FORへ電子地域通貨プラット

フォームを事業譲渡し、株式会社エルコインを解散する等、当社グループ内での合理化を進めております。

同６月にいわゆるマネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）の一環として行われる株式会社ミライサイテキグループに

よる当社の発行済普通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」）に賛同の意見を表明するとともに、当社の

株主に対して本公開買付けへの応募を推奨する旨を取締役会で決議いたしました。なお、当該取締役会決議は、本公

開買付け及びその後の一連の手続を経て当社株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われたものであり

ます。

同８月に本公開買付けは成立し、その結果、株式会社ミライサイテキグループが新たに当社の親会社及び主要株主

である筆頭株主に該当することとなりました。また、同８月18日を基準日として同10月６日に臨時株主総会を開催す

る旨、並びに、株式併合、単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更に関する議案を付議する旨を決定しました。

さらに、上記臨時株主総会で株式併合に関する議案が原案どおり承認可決することを条件として、同11月１日付で自

己株式を消却する旨を決定しました。

事業面では、クラウドセグメントのローコード開発プラットフォーム「スパイラル®」案件の持続的な受注、株式

会社ネモフィラの連結子会社化によるソリューションセグメントの業績伸長、広告セグメント及びCRMソリューショ

ンセグメントの成長等により業績が拡大しました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は4,438百万円（前年同期比16.9％増）、

営業利益は996百万円（同20.9％増）、経常利益は1,003百万円（同14.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益

は601百万円（同6.3％増）となりました。

また、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の

期首から適用しております。詳細は「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）」に記載のとおりです。

 

セグメント別の業績は次のとおりです。

１）ホリゾンタルDX

「スパイラル®」を中心とするローコード開発基盤の更なる充実、新たなクラウドサービスの開発、パートナー

との連携強化を軸に、幅広い業種や分野のDXを支援しております。各セグメントの詳細は以下のとおりです。
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①クラウド

昨今の人手不足社会における課題解決の一助として、顧客企業・団体のコスト低減・業務効率化に資するシス

テムの開発・提供等を行っております。売上高は2,889百万円（前年同期比6.0％増）、営業利益は1,004百万円

（同5.0％減）となりました。その主なサービスは以下のとおりです。

 

ⅰ）ローコード開発プラットフォーム「スパイラル®」

主に自治体における新型コロナウイルス関連案件は前連結会計年度で一巡しましたが、社会的なITニーズ

の高まりや社内の営業及びエンジニアの質や量の高まりにより、高難易度の案件を継続的に受注し、業績

拡大に寄与しました。しかしながら、新型コロナウイルス関連案件の利益率が取り分け高かったことか

ら、営業利益は減少しました。

なお、「スパイラル®」の有効アカウント数は3,963件となりました。

ⅱ）その他の主なサービス

・コールセンタープラットフォーム「BizBase®」

 

②ソリューション

顧客企業・団体におけるITを活用した業務最適化や顧客との接点機会創出及び強化を支援するサービスの提供

や、顧客に応じた最適なITシステムの開発請負等を行っております。売上高は424百万円（前年同期比126.2％

増）、営業利益は95百万円（同60.7％増）となりました。その主なサービスは以下のとおりです。

ⅰ）Webシステムの開発請負、運営支援

Webのインテグレーションに強みを持つ株式会社ネモフィラの連結子会社化により、Web制作・開発案件を

高いレベルで多く受注できるグループ体制が整い、業績の伸長に寄与しました。

ⅱ）ECサイト・アプリの構築、運営及びコンサルティング

 

２）バーティカルDX

建設、美容、政治・行政、タウンマネジメント等の各分野に特化してDXの推進を支援しております。各セグメン

トの詳細は以下のとおりです。

①xTech

IT技術の利活用により企業や団体の垣根を越えて情報を共有することで、業界に革新的なサービスを創出する

ことが期待できる事業を行っております。売上高は89百万円（前年同期比3.4％減）、営業損失は４百万円（前

年同期の営業利益は１百万円）となりました。その主なサービスは以下のとおりです。

ⅰ）ArchiTech：BIMパートナーサービス・BIMデータマネジメント

ⅱ）BeauTech：お客様と美容師のための電子カルテアプリ「美歴®」

 

②社会イノベーション

個々の企業や業界の内部にある問題の解決だけでなく、それらの枠を超えて存在する社会的課題の解決を図る

ことを目的とした公益性の高い事業を行っております。売上高は56百万円（前年同期比54.8％増）、営業損失は

２百万円（前年同期の営業損失は18百万円）となりました。その主なサービスは以下のとおりです。

ⅰ）自治体広報紙プラットフォーム「マイ広報紙®」

令和４年８月の掲載自治体数は996で、国内の自治体数の５割を超えております。

ⅱ）インターネット投票関連事業及び政治・選挙プラットフォーム「政治山®」

茨城県つくば市の協力のもと、内閣府のスーパーシティ調査事業に採択された「公職選挙におけるイン

ターネット投票の実現に向けた技術的検証」の取組みを進めております。また、令和４年８月に開催され

た内閣府主催の「Super City Smart City Forum 2022」に出展し、販路拡大に寄与しました。

ⅲ）地域密着型Webサイト「I LOVE 下北沢」及び「I LOVE 下北沢アプリ」の提供並びにネット社会における地

域・商店街の活性化支援事業

ⅳ）下北沢の電子地域通貨「シモキタコイン®」

 

３）カスタマーエンゲージメント

既存のネット広告を活用した集客支援と、集客後のCRMをシームレスに支援するサービスを提供しております。

各セグメントの詳細は以下のとおりです。

①広告

顧客サービスの認知度、集客力、ブランド力の向上等を目的としたプロモーション設計や広告コンテンツの制

作・開発・運用、インターネット広告の代理販売等を行っております。

株式会社電通の「2021年日本の広告費」によると、令和３年の総広告費は、新型コロナウイルス感染症の影響

緩和を受け６兆7,998億円（前年比10.4％増）と大きく回復しました。インターネット広告費は、２兆7,052億円

（同21.4％増）となり、マスコミ四媒体広告費の総計を初めて上回り、広告市場全体の成長を後押ししました。
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売上高は624百万円（前年同期比44.7％増）、営業利益は259百万円（同53.8％増）となりました。なお、広告

の売上高については、広告枠の仕入高を売上高から控除する純額で表示（ネット表示）しており、広告枠の仕入

高控除前の総額で表示（グロス表示）した場合の売上高は4,001百万円となります。その主なサービスは以下の

とおりです。

ⅰ）アフィリエイトASP一括管理サービス「スパイラルアフィリエイト®」

既存案件において成果を挙げたことからお預かりする運用予算が拡大し、案件の大型化に寄与しました。

ⅱ）その他インターネット広告の代理販売

 

②CRMソリューション

企業が保有する顧客情報を活用して戦略的にCRMを運用するために、専属のデータサイエンティストの知見と

セキュアな環境の提供をとおして、企業のデジタルマーケティングを包括的に支援しております。売上高は353

百万円（前年同期比10.6％増）、営業利益は19百万円（前年同期の営業損失は45百万円）となりました。その主

なサービスは以下のとおりです。

ⅰ）デジタルCRM

ⅱ）その他CRMソリューション

 

４）グループ共通

各セグメントの事業とは直接結びつかない純粋持株会社の管理費用、グループ採用及び育成に係る費用、投資損

益等で構成されるセグメントです。

「中期経営計画2023」では、すべての年度で新卒採用や中途採用等、育成枠の採用を行うことを掲げており、当

連結会計年度も施策を継続しております。育成枠として、令和４年４月に９人を新卒採用、同６月に16人、同９月

に13人を中途採用しました。

ＭＢＯに係る各種アドバイザー費用等として125百万円を計上しました。

営業損失は375百万円（前年同期の営業損失は399百万円）となりました。

 

財政状態は次のとおりであります。

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ671百万円減少し、8,666百万円となり

ました。これは主に、現金及び預金の減少1,059百万円、流動資産その他の増加158百万円、有形固定資産の増加78

百万円、無形固定資産の増加76百万円、投資有価証券の増加80百万円によるものです。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ1,300百万円減少し、2,549百万円となり

ました。これは主に、短期借入金の減少1,100百万円、未払金の増加129百万円、賞与引当金の減少115百万円、長

期借入金の減少212百万円によるものです。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ628百万円増加し、6,116百万円となり

ました。これは主に、新株予約権の行使による資本金の増加13百万円及び資本準備金の増加13百万円、親会社株主

に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金の増加601百万円及び剰余金の配当による利益剰余金の減少110百

万円、非支配株主持分の増加111百万円によるものです。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日）等の適用により、利益剰余金の

当期首残高は４百万円減少しております。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

1,062百万円減少し、5,039百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果得られた資金は、634百万円となりました。これは主に、税金

等調整前四半期純利益の計上911百万円、減価償却費95百万円、減損損失98百万円、賞与引当金の減少額115百万円、

未払消費税等の減少額55百万円、法人税等の支払額392百万円、法人税等の還付額130百万円によるものです。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果支出した資金は、94百万円となりました。これは主に、有形固

定資産の取得による支出73百万円、無形固定資産の取得による支出42百万円、投資有価証券の取得による支出69百万

円、関係会社株式の売却による収入29百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入62百万円による

ものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動の結果支出した資金は、1,619百万円となりました。これは主に、借

入れによる収入1,000百万円、借入金の返済による支出2,535百万円、ストックオプションの行使による収入27百万

円、配当金の支払額110百万円によるものです。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社及び連結子会社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の金額は184百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況について重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

パイプドＨＤ株式会社(E31585)

四半期報告書

 6/25



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（令和４年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（令和４年10月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,252,564 8,252,564
東京証券取引所

（スタンダード市場）
単元株式数
100株

計 8,252,564 8,252,564 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数
（株)

発行済株式総数
残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

令和４年６月１日～
令和４年８月31日

－ 8,252,564 － 573,511 － 573,511
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（５）【大株主の状況】

  令和４年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

佐谷宣昭 東京都港区 2,821,100 35.63

株式会社ミライサイテキグループ 東京都港区虎ノ門４丁目１番28号 2,820,705 35.63

Ｔ．Ｇ．アセット有限会社 千葉県市川市鬼高２丁目10番10号 1,674,000 21.14

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 199,200 2.52

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 63,300 0.80

J.P. MORGAN SECURITIES PLC FOR

AND ON BEHALF OF ITS CLIENTS

JPMSP RE CLIENT ASSETS-SETT ACCT

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

25 BANK STREET, CANARY WHARF LONDON

E14 5JP UK（東京都新宿区新宿６丁目27

番30号）

30,033 0.38

野村證券株式会社（常任代理人 株

式会社三井住友銀行）

13-1, NIHONBASHI, 1-CHOME, CHUO-KU,

TOKYO, 1038011, JAPAN（東京都千代田

区丸の内１丁目１番２号）

23,100 0.29

富田邦裕 東京都練馬区 17,600 0.22

NOMURA PB NOMINEES LIMITED

OMNIBUS-MARGIN(CASHPB)（常任代理

人　野村證券株式会社）

1 ANGEL LANE,LONDON,EC4R 3AB,UNITED

KINGDOM（東京都中央区日本橋１丁目13

番１号）

9,000 0.11

ML INTL EQUITY DERIVATIVES（常任

代理人　ＢｏｆＡ証券株式会社）

MERRILL LYNCH FINANCIAL CENTRE 2

KING EDWARD STREET LONDON UNITED

KINGDOM（東京都中央区日本橋１丁目４

番１号）

7,516 0.09

計 － 7,665,554 96.81

（注）１．上記のほか、自己株式が334,822株あります。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　199,200株

株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　　　 63,300株

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    令和４年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

－ －
普通株式 334,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,915,700 79,157 －

単元未満株式 普通株式 2,064 － －

発行済株式総数  8,252,564 － －

総株主の議決権  － 79,157 －
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②【自己株式等】

    令和４年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
パイプドＨＤ株式会社

東京都港区赤坂
二丁目９番11号

334,800 － 334,800 4.06

計 － 334,800 － 334,800 4.06

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（令和４年６月１日から令

和４年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（令和４年３月１日から令和４年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(令和４年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(令和４年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,101,293 5,041,593

受取手形及び売掛金 1,694,394 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 1,695,049

棚卸資産 ※ 28,104 ※ 35,803

その他 296,478 454,821

貸倒引当金 △4,828 △7,503

流動資産合計 8,115,442 7,219,764

固定資産   

有形固定資産 83,384 161,974

無形固定資産   

その他 322,567 398,819

無形固定資産合計 322,567 398,819

投資その他の資産   

投資有価証券 314,643 395,274

関係会社株式 11,263 0

長期貸付金 9,152 948

差入保証金 283,300 273,348

破産更生債権等 16,875 16,875

繰延税金資産 174,703 157,938

その他 23,266 58,329

貸倒引当金 △16,875 △16,875

投資その他の資産合計 816,329 885,839

固定資産合計 1,222,280 1,446,632

資産合計 9,337,723 8,666,397

負債の部   

流動負債   

短期借入金 1,100,000 －

１年内返済予定の長期借入金 201,804 48,988

未払金 1,162,527 1,292,413

未払費用 89,014 87,346

未払法人税等 434,321 338,942

未払消費税等 175,405 131,452

賞与引当金 333,944 218,766

その他 137,963 277,200

流動負債合計 3,634,980 2,395,110

固定負債   

長期借入金 212,496 152,724

繰延税金負債 2,680 2,009

固定負債合計 215,176 154,734

負債合計 3,850,156 2,549,844
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(令和４年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(令和４年８月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 559,861 573,511

資本剰余金 329,062 342,266

利益剰余金 5,087,438 5,574,435

自己株式 △501,161 △501,161

株主資本合計 5,475,201 5,989,051

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,073 4,553

為替換算調整勘定 1,835 7,500

その他の包括利益累計額合計 7,909 12,053

新株予約権 179 －

非支配株主持分 4,277 115,447

純資産合計 5,487,566 6,116,552

負債純資産合計 9,337,723 8,666,397
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　令和３年３月１日
　至　令和３年８月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　令和４年３月１日
　至　令和４年８月31日)

売上高 3,795,595 4,438,939

売上原価 888,528 1,143,236

売上総利益 2,907,066 3,295,703

販売費及び一般管理費 ※１ 2,082,663 ※１ 2,298,717

営業利益 824,403 996,986

営業外収益   

受取利息 90 171

受取手数料 418 402

助成金収入 809 1,190

為替差益 37,383 16,364

持分法による投資利益 589 11,913

投資事業組合運用益 17,713 18,753

未払配当金除斥益 389 301

その他 289 2,734

営業外収益合計 57,683 51,833

営業外費用   

支払利息 2,236 2,728

公開買付関連費用 － 40,000

その他 63 2,233

営業外費用合計 2,299 44,962

経常利益 879,787 1,003,856

特別利益   

固定資産売却益 － 18

新株予約権戻入益 2 49

関係会社株式売却益 － ※３ 6,223

特別利益合計 2 6,290

特別損失   

固定資産除却損 － 0

減損損失 － ※４ 98,698

関係会社株式売却損 ※２ 18,401 －

特別損失合計 18,401 98,698

税金等調整前四半期純利益 861,387 911,448

法人税、住民税及び事業税 304,172 319,274

法人税等調整額 △8,368 18,606

法人税等合計 295,803 337,881

四半期純利益 565,583 573,567

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △495 △28,086

親会社株主に帰属する四半期純利益 566,079 601,653
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　令和３年３月１日
　至　令和３年８月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　令和４年３月１日
　至　令和４年８月31日)

四半期純利益 565,583 573,567

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 4,151 △1,520

為替換算調整勘定 914 5,664

その他の包括利益合計 5,065 4,144

四半期包括利益 570,649 577,712

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 571,144 605,798

非支配株主に係る四半期包括利益 △495 △28,086
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　令和３年３月１日
　至　令和３年８月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　令和４年３月１日
　至　令和４年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 861,387 911,448

減価償却費 84,482 95,214

減損損失 － 98,698

支払利息 2,236 2,728

投資事業組合運用損益（△は益） △17,713 △18,753

受取利息及び受取配当金 △90 △171

持分法による投資損益（△は益） △589 △11,913

関係会社株式売却損益（△は益） － △6,223

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,075 2,675

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,850 △115,177

売上債権の増減額（△は増加） 192,743 99,239

棚卸資産の増減額（△は増加） 275 △2,703

未払消費税等の増減額（△は減少） △11,516 △55,307

未払金の増減額（△は減少） △22,586 80,224

その他 △220,465 △180,550

小計 870,938 899,428

利息及び配当金の受取額 90 178

利息の支払額 △2,331 △2,269

法人税等の支払額 △211,805 △392,561

法人税等の還付額 90,463 130,091

営業活動によるキャッシュ・フロー 747,355 634,868

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △12,860 △73,788

無形固定資産の取得による支出 △28,549 △42,237

投資有価証券の取得による支出 △25,000 △69,243

関係会社株式の売却による収入 － 29,400

投資事業組合からの分配による収入 9,000 5,000

定期預金の預入による支出 － △400

敷金及び保証金の差入による支出 △18,895 △390

貸付けによる支出 △839 △11,058

貸付金の回収による収入 161 19,682

保険積立金の積立による支出 △11,231 △13,237

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
－ ※３ 62,154

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出
※２ △55,119 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △143,333 △94,119

財務活動によるキャッシュ・フロー   

借入れによる収入 505,000 1,000,000

借入金の返済による支出 △505,070 △2,535,799

ストックオプションの行使による収入 47,624 27,169

配当金の支払額 △109,341 △110,485

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△75 △97

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の売却に

よる収入
126 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △61,736 △1,619,213

現金及び現金同等物に係る換算差額 37,383 16,364

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 579,669 △1,062,099

現金及び現金同等物の期首残高 5,049,032 6,101,293

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 5,628,702 ※１ 5,039,193
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

（１）連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、株式会社ネモフィラの株式を取得し、同社を連結の範囲に含めております。

 

（２）変更後の連結子会社の数

13社

 

（持分法適用の範囲の重要な変更）

当第２四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社でありました株式会社MAKE HOUSEの全株式を譲渡し

たため、同社を持分法適用の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、初期設定に係る収益について、従来は基本サービス契約開始時に一括で収益を認識する方法に

よっておりましたが、契約期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、

第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりま

す。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与え

る影響額は軽微であり、利益剰余金の当期首残高は4,170千円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示して

いた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表

示しております。また、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につい

て新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会

計基準第12号 令和２年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間

に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 令和元年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 令和元年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表

に与える影響はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　棚卸資産の内訳は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（令和４年２月28日）
当第２四半期連結会計期間
（令和４年８月31日）

仕掛品 27,919千円 35,648千円

商品 185 154

合計 28,104 35,803
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（四半期連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 令和３年３月１日
　　至 令和３年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 令和４年３月１日
　　至 令和４年８月31日）

給料 671,320千円 736,654千円

研究開発費 155,258 184,895

賞与引当金繰入額 147,906 162,886

貸倒引当金繰入額 70 2,729

 

※２．関係会社株式売却損の内容は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間（自　令和３年３月１日　至　令和３年８月31日）

当社の連結子会社でありました株式会社カレンの全株式を譲渡したことによるものであります。

 

当第２四半期連結累計期間（自　令和４年３月１日　至　令和４年８月31日）

該当事項はありません。

 

※３．関係会社株式売却益の内容は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間（自　令和３年３月１日　至　令和３年８月31日）

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自　令和４年３月１日　至　令和４年８月31日）

当社の持分法適用会社でありました株式会社MAKE HOUSEの全株式を譲渡したことによるものであります。

 

※４．減損損失の内容は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間（自　令和３年３月１日　至　令和３年８月31日）

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自　令和４年３月１日　至　令和４年８月31日）

用途 種類 場所 金額（千円）

連結子会社の自社利用ソフトウェア 自社利用ソフトウェア － 98,698

　当社グループは、継続的に損益を把握している管理会計に準じた単位を基に資産のグルーピングを行っており

ます。

　連結子会社の自社利用ソフトウェアは、当初想定していた収益が見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

　なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めないため、零とし

ております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
　（自 令和３年３月１日
　至 令和３年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
　（自 令和４年３月１日
　至 令和４年８月31日）

現金及び預金勘定 5,628,702千円 5,041,593千円

預入期間が3か月を超える定期預金 － △2,400

現金及び現金同等物 5,628,702 5,039,193
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※２．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

前第２四半期連結累計期間（自　令和３年３月１日　至　令和３年８月31日）

株式の売却により、株式会社カレンが連結子会社でなくなったことに伴う連結除外時の資産及び負債の内

訳並びに株式の売却価額と売却による支出は次のとおりです。

流動資産 75,777 千円

固定資産 1,477  

流動負債 △ 5,139  

固定負債 △40,000  

関係会社株式売却損 △18,401  

株式の売却価額 13,713  

現金及び現金同等物 △68,832  

差引：売却による支出 △55,119  

 

当第２四半期連結累計期間（自　令和４年３月１日　至　令和４年８月31日）

該当事項はありません。

 

※３．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前第２四半期連結累計期間（自　令和３年３月１日　至　令和３年８月31日）

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自　令和４年３月１日　至　令和４年８月31日）

　株式の取得により、新たに株式会社ネモフィラを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに株式の取得価額と取得による収入は次のとおりです。

流動資産 441,470 千円

固定資産 117,127  

のれん 111,503  

流動負債 △ 74,864  

固定負債 △205,077  

非支配株主持分 △138,910  

株式の取得価額 251,250  

現金及び現金同等物 △313,404  

差引：取得による収入 62,154  
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　令和３年３月１日　至　令和３年８月31日）

（１）配当に関する事項

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和３年４月21日
取締役会

普通株式 109,341 14.00  令和３年２月28日  令和３年５月11日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和３年９月30日
取締役会

普通株式 86,410 11.00  令和３年８月31日  令和３年11月９日 利益剰余金

 

（３）株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　令和４年３月１日　至　令和４年８月31日）

（１）配当に関する事項

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和４年４月20日
取締役会

普通株式 110,485 14.00  令和４年２月28日  令和４年５月10日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

（３）株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　令和３年３月１日　至　令和３年８月31日)

(１)報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

グループ共通

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２

 ホリゾンタルDX バーティカルDX カスタマーエンゲージメント

計

 クラウド ソリューション xTech
社会

イノベーション
広告

CRM

ソリューション

売上高          

外部顧客へ

の売上高 2,726,993 187,903 92,948 36,621 431,219 319,910 3,795,595 － 3,795,595

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ － － － － － － － －

計 2,726,993 187,903 92,948 36,621 431,219 319,910 3,795,595 － 3,795,595

セグメント

利益又は損

失（△）

1,058,122 59,566 1,039 △18,271 169,027 △45,896 1,223,587 △399,183 824,403

（注）１．「グループ共通」の区分は各セグメントの事業とは直接結びつかない純粋持株会社の管理費用、グルー

プ採用及び育成に係る費用、投資損益等が含まれております。

２．セグメント利益又は損失（△）の合計額は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

(２)報告セグメントごとの資産に関する情報

該当事項はありません。

 

(３)報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　令和４年３月１日　至　令和４年８月31日)

(１)報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

グループ共通

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２

 ホリゾンタルDX バーティカルDX カスタマーエンゲージメント

計

 クラウド ソリューション xTech
社会

イノベーション
広告

CRM

ソリューション

売上高          

顧客との契

約から生じ

る収益

2,889,586 424,971 89,743 56,697 624,181 353,759 4,438,939 － 4,438,939

外部顧客へ

の売上高 2,889,586 424,971 89,743 56,697 624,181 353,759 4,438,939 － 4,438,939

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ － － － － － － － －

計 2,889,586 424,971 89,743 56,697 624,181 353,759 4,438,939 － 4,438,939

セグメント

利益又は損

失（△）

1,004,857 95,741 △4,347 △2,691 259,987 19,046 1,372,593 △375,607 996,986

（注）１．「グループ共通」の区分は各セグメントの事業とは直接結びつかない純粋持株会社の管理費用、グルー

プ採用及び育成に係る費用、投資損益等が含まれております。

２．セグメント利益又は損失（△）の合計額は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

(２)報告セグメントごとの資産に関する情報

該当事項はありません。

 

(３)報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「クラウド」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の計上

額は、98,698千円であります。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　「ソリューション」セグメントにおいて、第１四半期連結会計期間より、株式会社ネモフィラの株式を取

得し、同社を連結子会社といたしました。当該事象によるのれんの発生額は107,787千円であります。

 

(４)報告セグメントの変更等に関する事項

　「（会計方針の変更）（収益認識に関する会計基準等の適用）」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間

の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの

利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。この結果、当第２四半期連結累計期間において、四半期

連結財務諸表に与える影響は軽微です。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　令和３年３月１日
至　令和３年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　令和４年３月１日
至　令和４年８月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 72円42銭 76円07銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
566,079 601,653

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
566,079 601,653

普通株式の期中平均株式数（株） 7,816,577 7,908,745

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 71円97銭 75円99銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 48,373 8,369

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

（株式併合及び定款の一部変更）

当社は、株式併合及び定款の一部変更に係る各議案について、令和４年10月６日開催の当社臨時株主総会に付議

したところ、いずれも原案どおり承認可決されました。この結果、当社の普通株式（以下「当社株式」）は、株式

会社東京証券取引所の有価証券上場規程に定める上場廃止基準に該当することとなりました。これにより、当社株

式は、同10月６日から同10月30日まで整理銘柄に指定された後、同10月31日に上場廃止となる見込みです。

詳細は、同10月６日付で公表した「株式併合及び定款の一部変更に係る承認決議に関するお知らせ」をご参照く

ださい。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和４年10月14日

パイプドＨＤ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　和充

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々木　一晃

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパイプドＨＤ株

式会社の令和４年３月１日から令和５年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（令和４年６月１日から

令和４年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（令和４年３月１日から令和４年８月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パイプドＨＤ株式会社及び連結子会社の令和４年８月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式併合及び定款の一部変更に係る各議案について、令和４年10月６

日開催の臨時株主総会に付議したところ、いずれも原案どおり承認可決された。この結果、会社の普通株式は、株式会社

東京証券取引所の有価証券上場規程に定める上場廃止基準に該当することとなり、会社株式は、同10月６日から同10月30

日まで整理銘柄に指定された後、同10月31日に上場廃止となる見込みである。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

 

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

 

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

 

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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